
 

器具又は容器包装に係る一般試験法及び用途別規格

「容器包装詰加圧加熱殺菌食品の容器包装」の改正に関

する部会報告書（案） 

 

 

１．経緯・改正の趣旨 

レトルト食品に代表される容器包装詰加圧加熱殺菌食品（缶詰食品又は瓶詰食品を

除く。以下同じ）の容器包装については、食品、添加物等の規格基準（昭和 34 年厚生省

告示第 370 号） 第３ 器具及び容器包装 E 器具又は容器包装の用途別規格の「１ 

容器包装詰加圧加熱殺菌食品（缶詰食品又は瓶詰食品を除く。以下この項において同

じ。）の容器包装」の（４）において、強度等試験法中の熱封かん強度試験を行うこととさ

れている（別紙１）。 

 

容器包装詰加圧加熱殺菌食品及びその容器包装については、製造技術が著しく進

歩した結果、本規格基準の制定当時（昭和５２年）から使用されてきた袋状の容器だけ

でなく、カップ状、トレー状を含む箱状の容器も開発されている。袋状の容器を想定した

熱封かん強度試験を箱状の容器の強度評価の試験法とする際には以下の問題点が指

摘されている。 

① 熱封かん強度試験において定められている試験片の採取が困難な容器があ

る。 

② 容器の剛性がふた材と胴材とで大きく異なり、安定的に引っ張る力をかけること

ができない。 

③ 熱封かん強度試験は、加圧加熱殺菌時及び流通時の応力が熱封かん部にか

かる想定で基準値が定められているが、熱封かん部の折り曲げ加工等により

強度を高めている場合の強度測定には不適切である。 

 

このため、容器の強度試験法として、新たに内圧強度試験を設定し、箱状の容器に

は３．の内圧強度試験を適用するための規格基準の改正を行うものである。  

 

 



２．容器包装詰加圧加熱殺菌食品の容器包装の規格について 

容器包装詰加圧加熱殺菌食品の容器包装には、製造時、特に加熱殺菌時の容器負

荷への抵抗性と流通・保管中の密封性の維持が必要である。規格では次の全ての条件

を満たすこととされている（別紙１ E 器具又は容器包装の用途別規格参照）。 

（１） 遮光性を有し、かつ、気体透過性のないものであること。 

（２） 水を満たし密封し、製造における加圧加熱と同一の加圧加熱を行ったとき、破損、

変形、着色、変色などを生じないものであること。 

（３） 強度等試験法中の耐圧縮試験を行うとき、内容物又は水の漏れがないこと。 

（４） 強度等試験法中の熱封かん強度試験を行うとき、測定された値が２３N 以上である

こと。 

（５） 強度等試験法中の落下試験を行うとき、内容物又は水の漏れがないこと。 

 

（２）については、加熱殺菌中の容器の健全性と加圧加熱殺菌に適した容器であるか

どうかを確認することを目的とする。加圧加熱殺菌用プラスチック容器は通常、複数の

プラスチックまたは金属箔を積層しているが、耐熱性の低い容器包装を使用すると変

形、変色、積層部分の剥離、熱封かん部のシール不良等が発生する。 

 

（３）の耐圧縮試験は保管、流通及び店頭での陳列時において容器同士が積み重ね

られる等により荷重がかかった場合の容器の健全性を評価するための試験である。容

器に外圧をかけたときの応力は熱封かん部にかかるため後述の熱封かん強度とも関

係がある。 

 

（４）の熱封かん強度試験は熱封かん部（シール部）の健全性を評価するための試験

である。プラスチック容器は最内層プラスチックを熱と圧力により溶着するが、この溶着

の状態が製品の密封性にとり重要な要素であり、本試験により十分な強度を維持して

いることを確認する必要がある。 

 

（５）の落下試験は、流通時に商品が落下したときの容器の健全性を評価するための

試験である。本試験は流通時の衝撃を想定しているため、小売用の外包装がなされて

いる場合は外包装のまま落下させることと規定されている。 

 

 

（１）、（２）、（５）については容器形状によらず試験の実施が可能である。一方、（３）

については袋状の容器と箱状の容器とでそれぞれ異なる試験方法が規定されている。 

 

（４）熱封かん強度試験について、箱状の容器に対しては１．経緯・改正の趣旨の①，

②，③の問題点が指摘されている。 

  



３．内圧強度試験について 

 

 （試験概要） 

密封済みの容器包装に一定量の圧縮空気を容器が破裂するまで送入し、容器包装

が破裂したときの最大圧力をその容器の強度とする。 

 

（試験装置） 

試験容器に空気を送るための金属製の空気針、空気送入ホース、圧力計、空気圧縮

機などの空気供給源を備え、容器に空気を送入して破裂させたときの試験容器内圧力

が読み取れる構造であること。 

 

 
参考：日本工業規格、ヒートシール軟包装及び半剛性容器の試験方法 Z0238 

（別紙２は一部抜粋） 

 

（試験方法） 

試料を水平に置きふた部に厚さ 1mm 程度のゴムシートを必要により接着剤、粘着テ

ープなどで固定する。次にゴムシート部分に空気針を突き刺し、容器内に空気を 1.0±

0.2L/分の量で送入する。このとき空気針の先端が内容物に刺さらないに注意する。空

気の送入は容器が破裂するまで続け、容器は破裂したときの最大圧力を読み取る。 

 

（判定） 

 破裂時の最大圧力が２０ｋPa 以上であること。 

 

（加圧加熱殺菌と内圧強度試験、基準値（20kPa）の根拠） 

容器詰食品を加圧加熱殺菌すると容器内部に圧力が生じる。この圧力は内容物の

温度における飽和蒸気圧と容器内空気の膨脹による圧力の合計値となる。缶・瓶詰

は容器の耐圧性が高いので殺菌温度においては容器に変形・破損は発生しない。そ

れに対しプラスチック容器は容器剛性が低いので殺菌装置内を飽和蒸気圧以上に加

圧して加熱殺菌する。 

加圧方法は定圧制御と等圧制御（定差圧制御）の 2 通りの方法がある。定圧制御と



は殺菌開始から冷却終了まで一定値の圧力をかけ続けるもので、主として袋状の容

器に用いられる。袋状の容器は容器に柔軟性があり殺菌装置内のように容器全体に

均一にかかる外圧に対しては高い抵抗性を持つとともに、容器内の残存空気が膨張

することにより容器内圧力と殺菌装置圧力との差圧をある程度吸収することができる。

このため、通常、容器内圧が外圧より高くならないように定圧制御する。 

それに対し箱状の容器、特に含気包装製品は内外の圧力差により容器が変形・破

損しやすいので殺菌開始から冷却終了まで容器内の圧力変化に対応して殺菌装置

内の圧力を変化させながら殺菌する必要がある（等圧制御）。 

箱状の容器においても内圧よりも外圧に対する抵抗性の方が高いので、外圧の方

が若干高くなるように制御させるが、熱水式殺菌装置*（殺菌釜内を湯で満たして殺菌

する方法）では装置内に満たされた水の水頭圧（水の重さ）により殺菌装置の上部と

下部に配置される容器の間には圧力に差が生じる。この圧力差は殺菌装置の構造及

び大きさにより異なるが、大型の殺菌装置（直径 1.3m）を使用した場合で最大 10kPa

程度の圧力差が生じる。低めの圧力設定をした場合、殺菌装置内上部では容器内圧

の方が外圧よりも 10kPa 程度高くなる可能性があるが、安全率を見込んでその 2 倍の

20kPa の耐内圧強度があれば加熱殺菌中の容器の密封性は確保されると考えられ

る。 

 

 

*：熱水式殺菌装置 

プラスチック容器用向けの装置は、熱媒体の種類により空気蒸気混合式、熱水式、熱

水シャワー式の3種類に大別される。熱水式は微妙な圧力コントロール、冷却速度コント

ロールが可能であるなどの利点があるものの、装置内の上部と下部との間で水の重さ

による圧力差が生じる。 

 

 



４．箱状の容器の強度試験測定例 

熱封かん部の折り曲げ加工等により強度を高めている容器の例は以下のとおり。 

1) 原紙の平らな状態から、成形シール機により図のような形状に成形される。 

2) 折り曲げ加工等により、内部からの圧力はシール部ではなく容器の内面で受け、フ

ラップ構造によりその保形性・強度を保っている。 

3) 上下２つ、計４つ（UF-1, UF-2, LF-1, LF-2）のフラップは熱風加熱方法によるヒート

シールではがれぬように固定されている。 

4) 容器上部は側面に折り曲げられたフラップシール（UF-1, UF-2）がシール部分を下

方向に固定する。 

5) 容器下部は下面に折り曲げられたフラップシール（LF-1, LF-2）がシール部分を上

方向に固定する。 

 

箱形容器の成形例 
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熱封かん強度試験を実施するには、加工後（流通上）のパッケージ形状ではなく、次

のように、補強された容器を破壊しなければ、試験試料が採取できない。 

① フラップ固定シールの開放（UF-1, UF-2, LF-1, LF-2） 

② トップ・ボトム共折り曲げを戻す（X,Y） 

 

この容器について熱封かん強度試験及び内圧強度試験の結果は以下のとおりであ

る。両試験はいずれも破壊試験のため、同一生産ロットの容器を試料とし、それぞれ測

定した。 

► 熱封かん強度は、一つの容器から４測定箇所（A、B、C 及び D、前頁図参照）で、８

容器を使用。 

► 内圧強度試験は、一つの容器から一測定値で、１２容器を使用。 

 

表１． 熱封かん強度測定結果 〔N/15ｍｍ〕 表２． 内圧強度試験結果 〔ｋPa〕 

試料番号  成型状態 破裂箇所 

24 43 上部シール

25 39 上部シール

26 45 上部シール

27 41 上部シール

28 46 上部シール

29 45 上部シール

30 44 上部シール

31 41 上部シール

32 40 上部シール

33 39 上部シール

34 43 上部シール

35 42 上部シール

平均 42.3  

標準偏差 2.39  

＊ 日本テトラパック㈱ 平成１７年４月２５日試験報告書（未発表）より引用 

 

 

測定部位 

上部シール 下部シール 
試料 

番号   
A B C D 

16 15 23 12 9 

17 24 27 11 10 

18 34 26 11 8 

19 26 32 8 8 

20 20 32 10 7 

21 27 26 15 9 

22 14 22 8 7 

23 20 29 7 7 

平均 24.8 9.2 

標準偏差 5.72 2.23 

 



 

５．規格基準案（下線部追加） 

 

第３ 器具及び容器包装 

B 器具又は容器包装の一般試験法 

 

２ 強度等試験法 

 

内圧強度試験 

 内容物又は水を満たし密封した容器包装に針を差し込み、空気漏れがないよ

うに固定し、これに圧力計及び圧縮機を接続する。次に圧縮機を作動させ、毎

分１±０．２L の流量で空気を送入し、容器包装が破裂したときの最大圧力を読

み取る。 

 

E 器具又は容器包装の用途別規格 

１ 容器包装詰加圧加熱殺菌食品 

 

（４）強度等試験法中の熱封かん強度試験を行うとき、測定された値が２３N 以

上であること。ただし、箱状の容器包装にあっては強度試験法中の内圧強度試

験を行うことができ、破裂時の最大圧力が２０ｋPa 以上であること。 

 

新旧対照は別紙３ 



６．その他 

平成 19 年 2 月 22 日府食第 444 号により、本件については食品安全委員会の食品健

康影響評価を行うことが明らかに必要でないときに該当するとされたところである。 

 

（今後の対応） 

 今後、WTO 通報、パプリックコメント等所定の手続きを行う。 
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